
2021 年３月 30 日  

逗 子 市   

 

 ●逗子市では、2050 年までの脱炭素社会の実現を目指し、温室効果ガス排出量の削減のた

め、「公共施設の電力調達の方針」を策定し、次のとおり、公共施設における使用電力を

再生可能エネルギー１００％電気へ切替えます。 

 

 ●対象施設及び導入期間（契約期間） 

  ①環境クリーンセンター、浄水管理センター及び新宿中継ポンプ場 

   令和３年４月１日から令和４年３月 31 日まで 

  ②逗子市立小中学校（７校） 

   令和３年６月１日から令和４年５月 31 日まで 

 

 ●年間使用電気量 

  約６８５万ｋＷｈ（令和元年度実績、市施設全体の使用量の約６２％） 

 

 ●削減される年間ＣＯ２の量 

  約３，２００ｔ—ＣＯ２ 

 

 ●導入電気 

  「RE100 TECHNICAL CRITERIA」の要件を満たす再生可能エネルギー１００％電気 

 

【付属資料】 

資料：公共施設の電力調達の方針 

逗子市 ‐Press Release-  

「脱・炭素宣言」に向けた第一歩として 

公共施設全体の電気使用量の約６２％を占める１０施設へ 

再生可能エネルギー100％の電気を導入します 

本件に関するお問い合わせ先： 

環境都市部環境都市課 青柳・坂本 

電話：046-873-1111 内線 451 
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逗子市における脱炭素社会実現に向けた第一歩 

～公共施設の電力調達の方針～ 

 

昨今の豪雨や台風の強大化、猛暑日の発生頻度の増加など、数々の気候変動は、

日本国内のみならず、全世界の様々な地域においても大きな問題となっており、人々の

社会生活にも影響をもたらすおそれがある。 

国においては「2050 年までに温室効果ガスの排出を実質ゼロ」とする方針を首相自

らが打ち出し、それを受けて各都道府県や市町村においても、これまで以上に脱炭素

社会の実現に向けた取り組みを推進しはじめている。 

問題自体が地球規模であることから、この取り組みの規模感は、区域（県域、市域等）

の大きさとどれだけ集中的に財源や人材を投入できるかによって大きな差があるが、本

市のような小規模の基礎自治体においては、小さな自治体だからこそできることとしてま

ずは現状を見つめなおし、できることから脱炭素社会を目指していくことが必要である。 

 

本市が取り組む脱炭素社会実現のための即効性のある施策として、市営の公共施

設の電力調達先を再生可能エネルギー比率が高い事業者に随時変更していくことが

挙げられる。 

新たな財政的負担をほとんど生じさせることなく、少ないリスクで確実に環境負荷を下

げる効果が期待できるものであり、本市として最初に取り組むべき方策である。 

 

以下、 

１ 電力調達の目標 

２ 目標達成のための基本的な考え方 

３ 電力調達に係る指針 

を定め、脱炭素社会実現に向けた着実な歩みを進めていく。 
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１ 電力調達の目標 

 

 2030 年度（令和 12 年度）までに、原則として市内の電力を使用するすべての

市所有（管理）施設において、再生可能エネルギー１００％の電気を調達する。 

 

 

２ 目標達成のための基本的な考え方 

 

（１） 各施設において、電力の契約（見直し）時に、可能な限り再生可能エネルギー

電気を調達すること。 

（２） 調達に際しては、従前の再生可能エネルギー電気を含まない電力の調達価格

よりも低廉な調達価格を実現すること。 

（３） 電力供給の安定性を確保すること。 

（４） 上記（１）から（３）を満たした上で、地域に根差した電気事業者等の活用を検討

すること。 

※ 指定管理者により管理されている施設についてもこの考え方によるものとし、この方

向性は、社会情勢の変化や目標の達成状況等に応じて、適宜見直すものとする。 
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３ 電力調達に係る指針 

（１） 仕様書に付する条件 

  ア 次の（ア）及び（イ）に例示するところにより、入札に参加する者が供給しようとする電気に占め

る再生可能エネルギー電気の比率（以下「再生可能エネルギー比率」という。）に条件を付す

るとともに、当該者が当該条件を満たすことを証明する資料の提出を義務付けるものとする。 

（ア） 供給電気の種類等を指定する文の例 

供給電力量の 100％を再生可能エネルギー電気とすること。 

    再生可能エネルギー電気とは、「RE100 TECHNICAL CRITERIA」の要件を満たすも

ので、次のいずれか又は組合せによる環境価値を有するものが該当する。 

    ・ 非 FIT 電気とその量に応じた非化石証書等 

     （再生可能エネルギー電気のうち、FIT 電気以外をいう。ただし、環境価値を手放

していないものに限る。非化石証書等は、トラッキング付き非化石証書(再エネ

指定)、グリーン電力証書又は J-クレジット(再エネ由来）をいう。） 

    ・ FIT 電気とその量に応じた非化石証書等 

    ・ 電源を特定せずに調達した電気とその量に応じた非化石証書等 

（イ） 供給電気が（ア）の条件を満たすことを証明する資料の提出を義務付ける文の例 

契約年度の上半期及び下半期末日に、各半期の供給元電源情報及び供給電力量に

占める再生可能エネルギー比率について確認できる資料として、需要場所ごとに別紙「特

定電源割当証明書」又はこれに準じた様式を作成し、非化石証書等の証書の写しと併せ

て送付すること。 

 

  イ アの規定により再生可能エネルギー比率による条件は、次の（ア）から（エ）までに定めるところ

によるものとする。 

    ただし、電気事業者への聞き取りの結果、（ア）に定める再生エネルギー比率による電気の供

給を行える者の２者以上の入札を確保することが困難と認められるときは、（ア）の規定によら

ず、（イ）から（エ）までの規定により条件を付すことができるものとする。この場合において、（イ）

中「１回目の入札手続の結果、不調又は不成立となった場合には、２回目」とあり、及び（ウ）

中「２回目」とあるのは「１回目」と、（ウ）及び（エ）中「３回目」とあるのは「２回目」と読み替える

ものとする。 

  （ア） １回目の入札手続においては、再生可能エネルギー比率を１００％とすることを仕様書に明

記する。 

  （イ） １回目の手続の結果、不調又は不成立となった場合には、２回目の入札手続においては、

再生可能エネルギー比率を５０％以上とすることを仕様書に明記する。 

  （ウ） ２回目の入札手続の結果、不調又は不成立となった場合には、３回目の入札手続におい

ては、再生可能エネルギー比率を３０％以上とすることを仕様書に明記する。 

  （エ） ３回目の入札手続の結果、不調又は不成立となった場合には、仕様書に再生可能エネル
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ギー比率に係る条件を付さず、入札手続を行うものとする。 

 

（２） 積算方法 

    再生可能エネルギー電気の調達における予定価格の積算に当たっては、再生可能エネルギ

ー電気を含まない電気の調達価格より低廉な調達価格を実現するため、次の（ア）及び（イ）

に掲げる単価に係る情報を可能な限り（（イ）に掲げる単価に係る情報にあっては、入札手続

の都度）入手した上で当該積算を行うこととする。 

  （ア） 旧一般電気事業者の供給約款における単価 

  （イ） 旧一般電気事業者以外の小売電気事業者による、再生可能エネルギー比率に応じた見

積り単価 

 

（３） 留意事項 

  ア 入札に参加する者が第１号アに規定する条件を満たしていることについて、別紙「特定電源

割当証明書」又はこれに準じた様式により、それぞれの入札手続きにおいて確認することとす

る。 

  イ 地域に根差した電気事業者等に対し入札への参加可能性について調査するとともに、入札へ

の参加を積極的に促すこととする。 

  ウ 電気の調達に係る契約について、入札に付することができず、又は入札に付することが適当で

はない場合においても、電気料金単価を上げることなく再生可能エネルギー比率を高めるこ

との可否について、電気事業者と調整を行い、これが可能な場合には、第１号ア（ア）及び（イ）

に例示するところにより、仕様書にその旨の条件を付することとする。 

 



別紙  

令和 年 月 日  

特定電源割当証明書 

 

 逗子市長 様 

（●●●●（需用場所名）） 

住所                

商号                

代表者名           印  

担当者名              

電話番号              

ＦＡＸ番号             

 

 

 令和〇年○月に、次のとおり●●●●（需用場所名）に再生可能エネルギー電力を供給したこ

とをここに証する。また、供給元電源情報に記載の供給電力量に係る環境価値について、●●●

●（需用場所名）に移転したこと及びいかなる第三者へも移転されていないことをここに証す

る。 

 

【供給期間】 

供給期間 令和 年 月 ～令和 年 月 

 

【供給元電源情報】 

供給元発電所 

(設備 ID) 

   

発電所住所    

発電方法    

供給電力量

(kWh) 

   

証書による

環境価値移

転量(kWh) 

   

 

【供給電力量に占める再生可能エネルギー電力量の比率】 

比率 100％ 
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(参考資料１) 

「ＲＥ100 ＴＥＣＨＮＩＣＡＬ ＣＲＩＴＥＲＩＡ」における再生可能エネルギー電力調達方法等 

 

 「RE100 TECHNICAL CRITERIA（※）」（再生可能エネルギーの普及・促進に係る技術的

要件）で、再生可能エネルギーの電源として見なされるものは次のとおり。 

  １ バイオマス（バイオガスを含む） 

  ２ 地熱 

  ３ 太陽光 

  ４ 水力 

  ５ 風力 

 

 再生可能エネルギー電力の調達方法は次のとおり 

  自家発電 

 １ 事業者が所有する発電設備による発電 

  電力購入 

 ２ 事業所敷地内に設置された小売電気事業者の設備からの電力購入 

 ３ 事業所敷地外の発電設備から専用線を経由し供給されるもの 

 ４ 事業所敷地外の発電設備から配送電網を経由した直接調達 

 ５ 小売電気事業者との契約によるもの（再生可能エネルギー電力メニュー） 

 ６ 環境価値を切り離した電力証書の購入 

 ７ その他の方法 

 （注） 「その他の方法」については、「RE100 Technical Advisory Group」が評価し、

「RE100運営委員会」がその適格性を判断するとされている。 

 （※） https://www.there100.org/sites/re100/files/2020-10/RE100%20Technical%20Criteria.pdf 

 

（参考） 

用語 説明 

ＲＥ100 The Climate GroupとCDPによって運営される企業の自然エネルギー100％を推進す

る国際ビジネスイニシアティブです。企業による自然エネルギー100％宣言を可視化

するともに、自然エネの普及・促進を求めるもので、世界の影響力のある大企業が参

加しています。 

（出所https://go100re.jp/portfolio/re100） 

The 
Climate 
Group 

温室効果ガスのネットゼロ排出の持続可能な社会と経済を⽬指す英国に本部を置く

国際NPO。企業や都市に対する気候変動とエネルギーについての取り組みを促して

いる。「RE100」、「EP100」等の取り組みを展開している。 

（出所https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/intr_trends.html#no08） 

CDP CDPは、英国の慈善団体が管理する非政府組織（NGO）であり、投資家、企業、国

家、地域、都市が自らの環境影響を管理するためのグローバルな情報開示システム

を運営しています。2000年の発足以来、グローバルな環境課題に関するエンゲージ

メント（働きかけ）の改善に努めてきました。日本では、2005年より活動しています。 

（出所https://japan.cdp.net/） 


